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【機密性２】 
設計用長周期地震動の策定 

 ○ 内閣府が設定（H27.12.17）した南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動の震源・規模を

踏まえて、超高層建築物等の設計用に、標準的な設計用長周期地震動の作成手法を策定。 

 ○ 過去の地震動の観測データをもとに、地震動の継続時間の影響も踏まえて従来の検証で

の地震動との比較を行い、建築物の設計用に平準化を行ったうえで、長周期地震動を考慮

すべき区域、長周期地震動の大きさ※を決定。 

 ○ 長周期地震動を考慮すべき区域は、関東地方、静岡地方、中部地方、近畿地方に分布し

ており、長周期地震動の大きさ※は、現行制度上検証を求めている長周期地震動以外の地

震動の最大２倍。 ※疑似速度応答スペクトル（pSv）：建築物の周期に応じた最大の応答値を示す値。 

関東 

静岡 中京 大阪 

従来の検証での地震動 

今回の地震動 
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【機密性２】 
新築及び既存の建築物に関する対策 

 ○ 新築建築物に関する対策 

   ・ 対象エリア内において、平成２９年４月１日以降に性能評価を申請して、大臣認定に基づき新

築する超高層建築物等について、設計用長周期地震動に基づく検証を求める。 

   ・ 併せて、家具等の転倒防止対策に対する設計上の措置について説明を求める。 

  

 ○ 既存建築物に関する対策 

   ・ 対象エリア内の超高層建築物等について、今回検証を求める長周期地震動の大きさが設計

時の地震動の大きさを上回る場合、詳細検証を行うことが望ましい旨を周知。 

    ※ 既往の実験・解析結果によれば、既存の超高層建築物等は長周期地震動に対して一定の余裕があると

推察されるものの、詳細検証の結果、必要な余裕を確保するために改修が必要となる可能性がある。 

   ・ 既存のマンションを含む区分所有建物の詳細検証や改修等について、国の支援制度を準備。 

マンションを含む 

区分所有建物 

詳細診断・改修設計費用 国1/3、事業者2/3 

制震改修費用 国11.5％、事業者88.5％ 

支援制度（耐震対策緊急促進事業）の概要 
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※ 庁舎等の公共建築物については、住宅・建築物安全ストック形成事業による支援制度の活用が可能。 



【機密性２】 
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長周期地震動への具体的な対策例 

 
 

 
 
 
 
 

■ 考えられる対策 

 長周期地震動への対策に当たっては、地震時の揺れの大きさを低減させるほか、揺れをなる
べく早く減衰させることが肝要となる。 

 そのためには、変形を抑制するため必要な階に地震エネルギーを吸収するためのダンパーを
設置することが効果的である。なお、既存の超高層建築物にダンパーを増設する場合、柱やは
りを増強しなくても一定の効果が期待できる、また、工事期間中の建築物の継続使用に対する
制約が少ない。このため、ダンパー増設による改修は、現実的に無理のない方法である。 

 
 
 
 
 
 

■ ダンパーの役割と主な種類 

 地震時の振動エネルギーをダンパーが吸収することにより、揺れを減衰させ、変形を抑制 

鋼材ダンパー 鉛ダンパー オイルダンパー 鋼材ダンパー 
（座屈拘束ブレース） 

水平方向の揺れに対し、
Ｕ字型の鋼材が塑性変
形することによりエネル
ギーを吸収 

水平方向の揺れに対し、
円柱状の鉛部分が塑性
変形することによりエネ
ルギーを吸収 

水平方向の揺れに対し、
ピストン内部で生じるオ
イルの流れによりエネル
ギーを吸収 

水平方向の揺れに対し、
斜め部材の鋼材が塑性
変形することによりエネ
ルギーを吸収 
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